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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　船体上部から見た平面角度が船首先端位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直
線が交わる角度と略同角度を成す、船体の船首先端部に設けた略三角形状の付加物と、
　この付加物を前記船体の喫水線より高い位置に取り付ける支持部材とを備え、
　前記付加物は前記船首先端部における前記船首先端位置より突出しない位置に設けられ
、
　前記付加物の略三角形状の先端ラインが、側面視で前記船首先端位置を通る垂直ライン
に略一致し、
　前記支持部材の船体前方から見た投影面積が前記付加物の投影面積と比較し同等もしく
はそれ以下としたことを特徴とする船舶の波浪中抵抗増加低減装置。
【請求項２】
　前記支持部材を前記船体の前記船首部から垂下させて設け、前記付加物を取り付けたこ
とを特徴とする請求項1記載の船舶の波浪中抵抗増加低減装置。
【請求項３】
　前記付加物の下端部に、船体前方から見て下方に尖らせ角度を付けたことを特徴とする
請求項1あるいは２記載の船舶の波浪中抵抗増加低減装置。
【請求項４】
　前記付加物を前記支持部材を介して上下方向に移動させる移動手段をさらに備え、喫水
状態及び／あるいは波浪状態に応じて前記付加物を上下移動可能とさせたことを特徴とす
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る請求項1あるいは２記載の船舶の波浪中抵抗増加低減装置。
【請求項５】
　前記付加物を前記支持部材を介して動かす可動手段をさらに備え、前記付加物を前記船
体の内部に格納可能或いは船体近傍に収設可能としたことを特徴とする請求項1記載の船
舶の波浪中抵抗増加低減装置。
【請求項６】
　船体上部から見た平面角度が船首先端位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直
線が交わる角度と略同角度を成す、船体の船首先端部の船首バルブ部に設けた略三角形状
の付加物と、
　この付加物を支持部材を介して回動や上下動を含む動作をさせる可動手段を備え、
　前記付加物は前記船首先端部における前記船首先端位置より突出しない位置に設けられ
、
　前記付加物の略三角形状の先端ラインが、側面視で前記船首先端位置を通る垂直ライン
に略一致し、
　前記付加物を船舶の喫水状態あるいは喫水状態と波浪状態に応じて格納もしくは収設あ
るいは突出させて使用可能としたことを特徴とする船舶の波浪中抵抗増加低減装置。
【請求項７】
　前記付加物を複数個設け、これら複数個の付加物を前記船首先端位置から引いた船首部
の肩部分に接する２つの直線より内側に配置して設けたことを特徴とする請求項１乃至６
のいずれか1項記載の船舶の波浪中抵抗増加低減装置。
【請求項８】
　請求項１乃至５のいずれか1項記載の前記喫水線より高い位置に設けた単数個／複数個
の前記付加物、および請求項６記載の前記船首バルブ部に設けた単数個／複数個の前記付
加物を任意の組み合わせで双方とも備えたことを特徴とする船舶の波浪中抵抗増加低減装
置。
【請求項９】
　前記複数個の付加物を可動とし、斜波の様々な入射角に対して対応可能に構成したこと
を特徴とする請求項７あるいは８記載の船舶の波浪中抵抗増加低減装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、たとえば船舶の波浪中抵抗増加低減装置に係り、特にブラントネス係数を小
さくする船舶の波浪中抵抗増加低減装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　実海域における船速低下を精確に推定するためには、船速低下が生じる主要因の一つで
ある波浪中抵抗増加を精度良く推定する必要がある。
【０００３】
　波浪中抵抗増加の一般的な計算方法では、船体運動に基づく抵抗増加成分に、反射波に
基づく抵抗増加成分を付加する方法がとられる。このうち、反射波に基づく抵抗増加成分
は、低速肥大船を対象とした推定式によれば、ブラントネス係数（ファクター）が小さい
ほど、低減されるとされる。従来からこの仮説に沿って抵抗増加成分の低減を企図する複
数の特許文献が存在している。
【０００４】
　抵抗増加成分として支配的なパラメータであるブラントネス係数を小さくするものとし
て、例えば、下記特許文献１及至５に開示される技術思想がある。
【０００５】
　特許文献１は、満載喫水線より上部に、或いは満載喫水時にその一部が水没するように
、船首部に満載喫水線バルブを取り付け、その上に楔形状に波切部材を設けた技術的思想
を開示している。しかし、特許文献１に開示される波切部材は、たとえばその図８に示さ
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れるように、水平断面が略三角形状をなしており、これを支える構造体が波切部材の先端
部よりも広がった形状であるため、波浪中抵抗増加低減に有効に作用する部分は船首部分
の一部であり、それ以外の部分はかえって斜波に対して抵抗となってしまう。
【０００６】
　特許文献２では、主船体と一体若しくは付加物として取り付け可能な反射波低減構造物
を設け、この反射波低減構造物を元の水線面形状よりも尖らせることで（ブラントネス係
数を小さくし）波浪中抵抗増加を低減しようとする技術的思想が開示されている。しかし
、特許文献２に開示される波切り構造物１２（Ａ、Ｂ）はたとえばその図４に示されるよ
うに、当該構造物１２を支える構造体が主船体と滑らかに接するように形成され平断面的
に拡がった形状であるため、波浪中抵抗増加低減に有効に作用する部分は船首部分の一部
であり、それ以外の部分はかえって斜波に対して抵抗となってしまう。
【０００７】
　特許文献３では、喫水線上の船首部を前方に尖らせ（０°～５０°）、船首での前方へ
の波反射、波崩れ現象を緩和し、波浪中抵抗増加を低減しようとする技術的思想が開示さ
れている。しかし、特許文献３に開示される構造では、船首部先端から平断面的に拡がっ
た形状であるため、波浪中抵抗増加低減に有効に作用する部分は船首部分の一部であり、
それ以外の部分はかえって斜波に対して抵抗となってしまう。
【０００８】
　特許文献４では、喫水線上の船首部を、通常の船首部より前方に鋭角の凸を形成し（尖
らせ）、船首での前方への波反射、波崩れ現象を緩和し、波浪中抵抗増加を低減しようと
する技術的思想が開示されている。しかし、特許文献４に開示される構造では、船首部先
端から断面的に拡がった形状であるため、波浪中抵抗増加低減に有効に作用する部分は船
首部分の一部であり、それ以外の部分はかえって斜波に対して抵抗となってしまう。
【０００９】
　特許文献５では、満水喫水線近傍の船首端部に楔状付加物を装着し、入射する波を左右
に切り分ける構造とした技術的思想が開示されている。しかし、特許文献５に開示される
思想は、たとえばその図９に示されるように、平断面的に拡がった形状であるため、波浪
中抵抗増加低減に有効に作用する部分は船首部分の一部であり、それ以外の部分はかえっ
て斜波に対して抵抗となってしまう。
【特許文献１】特開２００７－０６９８３５号公報
【特許文献２】特開２００４－３１４９４３号公報
【特許文献３】特開２０００－３３５４７７号公報
【特許文献４】特開２０００－１４２５５３号公報
【特許文献５】特開平８－１４２９７４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　このように、これまでの技術では、見かけ上の船首部面積は太く抵抗増加の低減が見込
めない構造であったり、波切り部が抵抗増加の低減が見込める構造であっても、斜波に対
しての抵抗低減を図れないものであった。これに対して、本発明者の着想したのは、波浪
中で抵抗増加低減に有効に効く船首先端部は一部であるという知見から得られた、波切部
（本発明では「付加物」ともいう。）を別の支持部材を用いて連接する構造である。すな
わち、付加物を固定させるために必要な部材や鋼材及びそれらを取付けるために必要な設
置面積を総合的に考慮すると、必要な部材や鋼材は少量でよく、わずかな設置面積で付加
物を固定させることができる支持部材を用いることにより、波浪の衝突面積が減少するた
め、少なくともその分の抵抗増加は低減させることができる。
【００１１】
　また、支持部材を用いることで、既存船にも付加物を設置することが容易となる。すな
わち、既存の技術の多くが船舶の船首部自体の形状を変形させたり巨大な付加物を取付け
たりするものであるため、新設の船舶の構築時にて、設計段階から船首部形状を特定させ
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ておかなければならない。しかし、これらの技術思想が開示される前にも既に運行してい
る船舶も多数存在し、それら既存船においても抵抗増加の低減を図り、しいては運行に必
要なエネルギーの低減を実現させることは命題ともなっている。
【００１２】
　したがって、本発明は、従来技術では盲点となっていた抵抗増加の低減を図る付加物の
設置に関する構造や方法について着目し、支持部材を用いることで、正面波に対しての抵
抗増加低減効果のみならず斜波に対しての抵抗低減をも発揮し得る船舶の波浪中抵抗増加
低減装置を提供することを目的とする。
【００１３】
本願の更なる目的は、既存船にも容易に取り付けることを可能とし、その形状や用途に限
定されることなく、既存船の抵抗増加を低減させ、船舶全体の省エネルギー化を実現させ
る船舶の波浪中抵抗増加低減装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
かかる課題を解決するために、本願に係る船舶の波浪中抵抗増加低減装置は、船体上部か
ら見た平面角度が船首先端位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線が交わる角
度と略同角度を成す、船体の船首先端部に設けた略三角形状の付加物と、この付加物を前
記船体の喫水線より高い位置に取り付ける支持部材とを備え、前記付加物は前記船首先端
部における前記船首先端位置より突出しない位置に設けられ、前記付加物の略三角形状の
先端ラインが、側面視で前記船首先端位置を通る垂直ラインに略一致し、前記支持部材の
船体前方から見た投影面積が前記付加物の投影面積と比較し同等もしくはそれ以下とした
ことを特徴とする。
【００１５】
　ここで、付加物とは、船首部の船首先端位置（船首部の先端であればその位置に限定は
ない。）に取り付けた構造体、たとえばプレート接合体をいい、その形状は、船首先端位
置を基準とし、船首先端位置から引いた第一の船首部の肩部分（ここでの「肩部分」とは
、船舶の先端部及至船首側面部に係る部分であって、平面及び／もしくは曲面を成してい
る部分を示し、特にその位置に限定はない。）に接する第一の直線と第二の船首部の肩部
分に接する第二の直線とで成す内角以下にかかる付加物が略三角形状（ここでの「略三角
形状」とは、波浪が衝突すると想定される面を水平断面視した場合に、正三角形、二等辺
三角形或いはその他の三角形状を形成するものをいい、第一の直線と第二の直線とで成す
内角以下の角度であればその角度に限定はないが、好適には第一の直線及び／または第二
の直線に略三角形状の所定の面が平行に接する形状であることが好ましい。）であればよ
い。こうすることで、付加物を船体上部から見た場合に、平面角度が船首部の肩部分に接
する２つの直線が交わる角度以下を成す形状となる。
【００１６】
　また、付加物を正面視したときに視認される面（以下、「正面」ともいう。）は、平面
、曲面（例えば、内側に湾曲する形状或いは外側に膨らむ形状のいずれでもよい。）或い
は三次元構造を成す立体的形状や一部が球面であってもよいが、抵抗成分低減の効果を得
るために、波浪が衝突すると想定される部位が水平断面視で略三角形状であることが好ま
しい。さらに、付加物全体の水平断面形状は、略三角形状、略三角形状を部分的に有した
略四角形状或いは「くの字」形状でもよく、船体本体との間で支持部材によって接合され
るのに適する形状であればよい。ここで、「くの字」形状の場合、厚みを持った形状でも
、先端が先細りした鋭角（凸部）を成す形状でもよい。また、当該略三角形の尖端が丸み
をおびている形状、或いは波浪が衝突すると想定される水平断面形状が四角形の２辺に相
当するような形状でも良い。しかし、付加物の一部が船体の船首先端位置に設けた船体上
部から見た平面角度が前記船首先端位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線よ
り内側にあることが必要である。さらに、上記付加物の尖端ラインは後述の図面では垂直
として表現しているが、垂直ではない斜めを成すことも可能である。また、付加物の正面
視したときに視認される面を曲面で構成し、水平断面で見て外側に凹となるように湾曲し
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た形状とすること等により、船舶が中高速で航行する場合に起こるスプレー波が船体にま
とわりつくことを防止し、スプレー波による抵抗増加を防止することも可能である。
【００１７】
　また、付加物の材質は、波浪による抵抗を低減させることを可能とする形状であって、
波浪を含む外力の影響によらずその形状を保持することができればいずれの材質であって
もよく、例えば、硬質であって防錆効果を有する素材、金属（例えば、鉄、鋼鉄等に塗装
を施したもの）、合成樹脂(ＦＲＰ等)、セラミック、ゴム等で形成されるか、或いは表面
をこれらでコーティングされたものであることが好ましいがこれらに限定されることはな
い。ゴム製を用いる場合には船首部の保護の効果をも奏することができる。なお、付加物
は、一つの部材の形状を板金或いはプレス加工して変形させても、複数の部材を用いて溶
接を含む接合方法にて接合させても、いずれでもよい。
【００１８】
　また、支持部材とは、付加物に直接接合されて船首部と固定できるものであればよく、
溶接を含む接合方法にて接合されていることが好ましいが、それ以外の接合方法、たとえ
ばボルト接合によるものであってもよい。その形状は、棒状、円筒状、円柱状或いは矩形
状その他の形状のいずれでもよく、付加物の一部を支持部材としてもよい。取り付ける位
置は、喫水線より略高い位置であればよく、付加物及び船首部に対する角度や設置位置に
限定はないが、支持部材が付加物よりも拡がらない構成であることが望ましい。すなわち
、たとえば付加物の（正面から見て）後ろに支持部材が位置する形態の場合には、支持部
材の全部を視認することができず、正面視した付加物の後方に支持部材が全て収まる（隠
れる）ように構成するとよく、支持部材が付加物の（正面から見て）後ろに隠れない形態
（付加物の上部もしくは下部から垂下もしくは起立させる形態の場合には付加物の見付面
積より小さな見付面積を持つことが好ましい。また、好適には可能な限り小さいことが好
ましい。こうすることで、支持部材を船体前方から見て、投影面積が付加物の投影面積と
比較し同等もしくはそれ以下となるため、支持部材が波浪（特に斜波）に対する抵抗体に
なることを防ぐことができる。また、棒状等の支持部材とすれば、所要面積も抑えること
ができるため、その高さまで波浪が押し寄せたとしても、支持部材（単数或いは複数を含
む。）は障害となることはない。
【００１９】
　また、支持部材の材質は、波浪を含む外力の影響によらずその形状を保持することがで
きればいずれの材質でもよく、例えば、硬質であって防錆効果を有する素材、金属（たと
えば鉄、鋼鉄等に塗装を施したもの）、合成樹脂、セラミック、ゴム等であることが好ま
しいがこれらに限定されることはない。さらに、支持部材は船舶の振動や波浪の衝撃を吸
収するダンパー機能を有する構造であってもよく、この場合、好適にはオイルダンパーが
よい。こうすることで、付加物に衝突する波浪から受ける衝撃をさらに吸収することがで
きる。
【００２０】
　こうした構成を備えることにより、水平断面視略三角形状の付加物は、船体の船首先端
位置に設けられ平面角度が船首船体位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線が
交わる角度以下を成すため、抵抗増加値（漂流力）を最小にする船首部形状を得ることが
できる。また、支持部材は付加物を船体の喫水線より高い位置に取り付けることで、支持
部材が海洋に接することを防ぎ、抵抗体とならないようにすることができる。さらに、支
持部材の船体前方から見た投影面積が付加物の投影面積と比較して同等もしくはそれ以下
としたことで、支持部材が付加物よりも拡がらない。すなわち、たとえば付加物の（正面
から見て）後ろに支持部材が位置する形態の場合には、正面視において支持部材が付加物
の後方に全て収まる（隠れる）ように構成され、支持部材が付加物の（正面から見て）後
ろに隠れない形態（付加物の上部もしくは下部から垂下もしくは起立させる形態の場合に
は付加物の見付面積より小さな見付面積を持つように構成されるため、支持部材はさらに
前方からの波浪（特に斜波）に対しても抵抗体とならないようにすることができる。
【００２１】
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　また、上記構成において、本願に係る船舶の波浪中抵抗増加低減装置は、前記支持部材
を前記船体の前記船首部から垂下させて設け、前記付加物を取り付けた構成とすることも
できる。
【００２２】
　上記記載の内容では支持部材を棒状等としているが、それに限定されず、たとえば、支
持部材を船首部から垂下させて設け、船首部と付加物とを固定することもできる。すなわ
ち、船首部の前面の形状（例えば、湾曲している形状を含む。）に適合する連続する支持
部材（空洞がない支持部材）を形成し、この支持部材を船体と付加物とに接合する。この
場合、連続する支持部材の寸法、厚み或いは表面積に限定はないが、好適には可能な限り
小さく、喫水線より高く、付加物が船首先端位置より突出しない位置に取り付け、支持部
材の船体前方から見た投影面積が付加物の投影面積と比較して同等もしくはそれ以下であ
ることが好ましい。なお、付加物及び支持部材に関するその他の内容については、上記記
載の内容と同様とする。
【００２３】
　こうした構成を備えることにより、支持部材を船体の船首部から垂下させて設けて付加
物を取り付けることで、波浪を含む外力の影響による付加物の振動を最小化することがで
きる。
【００２４】
　また、上記構成において、本願に係る船舶の波浪中抵抗増加低減装置は、前記付加物の
下端部を船体前方から見て下方に尖らせ角度を付けたようにすることもできる。
【００２５】
　航走中、波浪は正面を含むあらゆる方向から付加物に衝突することが想定されるが、専
ら下から突き上げる波浪による抵抗成分にも配慮しなければならない。したがって、付加
物の下端部を下方に尖らせる角度、すなわち、傾斜を設けることが必要となる。このとき
の傾斜角に限定はないが、正面からの波浪に対する抵抗増加を十分に低減させることがで
きる角度が好ましい。
【００２６】
　こうした構成を備えることにより、付加物の下端部を船体前方から見て下方に尖らせ角
度を有しているので、波浪が下から突き上げてきても、下端部に形成された傾斜の存在に
より、波浪をその傾斜に沿って付加物から剥離或いは発散させることができる。
【００２７】
　また、上記構成において、本願に係る船舶の波浪中抵抗増加低減装置は、前記付加物を
前記支持部材を介して上下方向に移動させる移動手段をさらに備え、喫水状態及び／ある
いは波浪状態に応じて前記付加物を上下移動可能とさせた構成にすることもできる。
【００２８】
　ここで、移動手段とは、ワイヤー、紐及びレール状のもののうち少なくとも一つを含み
、付加物を上下方向に移動させることができるもの（以下、「ワイヤー等」ともいう。）
をいう。ワイヤー等はモーターを含む駆動手段により巻き上がることができるものを含み
、この駆動手段は自動制御或いは手動（乗組員の判断）により駆動させるものでもよい。
付加物は移動後、船首上部に突出する状態か、船首部に据え付けてあり付加物を格納でき
る箱形状のものの中に格納される状態、もしくは収容の際に船体近傍に収束的に添設され
る状態のいずれでもよい。なお、付加物を格納できる箱形状のものの寸法、容量及び表面
積その他形状を特定するための値に限定はなく、溶接を含む接合方法により取り付けられ
るものでも、当初から船首部の形状とするものでもよい。また、船首上部に突出する状態
であっても、付加物を格納できる箱形状のものに格納される状態であっても、或いは収容
の際に船体近傍に収束的に添設される状態であっても、それらの状態の範囲に限定はない
ため、例えば、付加物の半分が突出している状態や収納されている状態或いは収束的添設
状態であってもよく、いずれにしろ波浪を含む外力の影響より前後左右に振動しない程度
の強度を有することが好ましい。
【００２９】
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また、付加物が何層かで形成され、伸縮できる構造でもよく、好適には各層の内側（或い
は、外側でもよい。）にレール状のものがあって各層にワイヤー等がついており、駆動手
段により巻き上がるとレール状のものを介して付加物が移動する構造が好ましい。なお、
付加物が伸縮できる構造において、その伸縮範囲に限定はなく、付加物の全部或いは一部
分のみが伸縮する構造でもよいが、波浪を含む外力の影響より前後左右に振動しない程度
の強度を有することが好ましい。
【００３０】
　こうした構成を備えることにより、付加物にさらに移動手段を備えるので、喫水状態及
び／あるいは波浪状態に応じて付加物を支持部材を介して上下方向に移動させることがで
きる。すなわち、例えば、波浪がなく穏やかな喫水状態を含む抵抗増加が起こり得ない状
態においては、付加物の全部或いは一部を船首上部に移動させるか格納させることができ
るため、風に対する抵抗体になることを防ぐことが可能となる一方、天候が悪く波浪状態
を含む抵抗増加が起こり得る状態においては、付加物の全部或いは一部を船首下部に突出
させることにより、最適に抵抗増加を低減させることができる。なお、移動手段の駆動或
いは駆動手段の操作は、例えば、波浪から受ける抵抗値をパラメータとして、自動的に制
御する方式でも、船舶の乗組員の任意の判断によって行う方式でも、いずれでもよい。
【００３１】
　また、上記構成において、本願に係る船舶の波浪中抵抗増加低減装置は、前記付加物を
前記支持部材を介して動かす可動手段をさらに備え、前記付加物を前記船体の内部に格納
可能或いは船体近傍に収設可能とした構成にすることもできる。
【００３２】
　ここで、可動手段とは、船首上部及び／または下部に付加物を格納可能とする凹部（窪
み）を設け、付加物及び／または支持部材を動かすことで付加物を船体内部に格納するこ
とができるものを示すものであり、上記移動手段とは本質的に異なる構造である。具体的
には、例えば、付加物と船首部との接続部分にヒンジを設け、ヒンジを回動させる駆動手
段を設け、ヒンジが回動することで付加物に取り付けた支持部材を船体内部に格納可能と
するもの、或いは、伸縮できる構造にすることで、支持部材が障害とならずに付加物を格
納するものとことができる。また、支持部材に駆動手段を設けることで、ヒンジの回動に
より付加物は船首下部に設けた凹部（窪み）に格納することができる。
【００３３】
　こうした構成を備えることにより、付加物にさらに可動手段を備えるので、波浪がなく
穏やかな喫水状態を含む抵抗増加が起こり得ない状態と天候が悪く波浪状態を含む抵抗増
加が起こり得る状態とを明確に区別して、必要があるときに限り付加物を突出させておく
ことができる。なお、可動手段の駆動或いは駆動手段の操作は、例えば、船舶の速度をパ
ラメータとして自動的に制御する方式でも、船舶の乗組員の任意の判断によって行う方式
でもいずれでもよい。
【００３４】
また、本願に係る船舶の波浪中抵抗増加低減装置は、船体上部から見た平面角度が船首先
端位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線が交わる角度と略同角度を成す、船
体の船首先端部の船首バルブ部に設けた略三角形状の付加物と、この付加物を支持部材を
介して回動や上下動を含む動作をさせる可動手段を備え、前記付加物は前記船首先端部に
おける前記船首先端位置より突出しない位置に設けられ、前記付加物の略三角形状の先端
ラインが、側面視で前記船首先端位置を通る垂直ラインに略一致し、前記付加物を船舶の
喫水状態あるいは喫水状態と波浪状態に応じて格納もしくは収設あるいは突出させて使用
可能としたことを特徴とする。
【００３５】
　肥大船は、満載状態時だけでなく、バラスト状態での波浪中抵抗増加低減についても対
策する必要があるところ、バラスト状態においては船首バルブ部の上部一部が水上或いは
水面付近に位置することが経験則として判断できる。したがって、満載状態時を含む喫水
状態には船首バルブ部に設けた凹部（窪み）に付加物を格納できる構造が好ましく、バラ
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スト状態時に付加物及び／または支持部材に設けた駆動手段により突出させることができ
る可動手段を備えることが好ましい。可動手段は、付加物及び／または支持部材を回動さ
せる動作（ヒンジを支点とすることが好ましい。）、上下方向にスライドさせる動作、水
平方向にスライドさせる動作及びせり出しに係る動作のうち少なくとも一つを可能とする
駆動手段を有することが好ましく、これら複数の動作を融合してもよい。したがって、凹
部（窪み）は、可動手段の各動作に合わせて、付加物を回動させて格納できる形状、上下
方向にスライドさせて格納できる形状、水平方向にスライドさせて格納できる形状及びせ
り出しに係る動作に合わせて格納できる形状のうち少なくとも一つを有することが好まし
い。なお、付加物及び支持部材の形状、材質及びその他の基本的構造は、上記記載の内容
と同様である。
【００３６】
　こうした構成を備えることにより、バラスト状態時においても、略三角形状の水平断面
を有する付加物は船体の船首先端位置の船首バルブ部に設けた船体上部から見た平面角度
が船首船体位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線が交わる角度以下を成すた
め、抵抗増加値（漂流力）を最小にする船首部形状たることができる。また、付加物を支
持部材を介して回動や上下動を含む動作をさせる可動手段を備えることで、付加物を満載
状態時とバラスト状態時とに切り分けて使用することができる。また、支持部材の船体前
方から見た投影面積が付加物の投影面積と比較して同等もしくはそれ以下としたことで、
正面視で支持部材が付加物の後方に全て収まる（隠れる）ように構成されるため、支持部
材はさらに前方からの波浪（特に斜波）に対しても抵抗体とならないようにすることがで
きる。さらに、可動手段の駆動或いは駆動手段の操作は、例えば、船舶の喫水線位置をパ
ラメータとして自動的に制御する方式でも、船舶の乗組員の任意の判断によって行う方式
でもいずれでもよい。
【００３７】
　また、上記構成において、本願に係る船舶の波浪中抵抗増加低減装置は、前記付加物を
複数個設け、これら複数個の付加物を前記船首先端位置から引いた船首部の肩部分に接す
る２つの直線より内側に配置して設けた構成にすることもできる。
【００３８】
　上記記載の内容により、付加物は船首部或いは船首バルブ部に設けることができるが、
それぞれ複数個設けることもできる。その数に限定はなく、付加物個々の寸法或いは奥行
きを含む設置位置に影響するが、それぞれの付加物との間に距離（空間）があってもよく
、船首先端位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線より内側になるように設け
ることが好ましい。また、付加物は移動手段及び／または可動手段をさらに備えていても
よく、この場合、個々の付加物を可動できることが好ましい。
【００３９】
　こうした構成を備えることにより、付加物を船首先端位置から引いた船首部の肩部分に
接する２つの直線より内側に配置して設けたことで、その範囲内で船首部或いは船首バル
ブ部に複数個の付加物を設けることができるため、抵抗増加成分をより低減させることが
できる。また、個々の付加物を可動とすることで、波浪状況に応じて付加物を突出或いは
格納もしくは収設し、効率よく抵抗増加成分の低減を図ることができる。すなわち、付加
物は航走中の風に対する抵抗体となり得るため、抵抗増加成分の低減を実現させる付加物
のみ突出させておけばよいこととなる。
【００４０】
　また、上記構成において、本願に係る船舶の波浪中抵抗増加低減装置は、前記喫水線よ
り高い位置に設けた前記付加物および前記船首バルブ部に設けた前記付加物を単数個／複
数個任意の組み合わせで双方とも備えた構成にすることもできる。
【００４１】
　付加物は船首部及び船首バルブ部に単数個或いは複数又はその組合せにて設ける構成と
する。具体的には、例えば、船首部に単数個の付加物を設けた場合、船首バルブ部には単
数個或いは複数個の付加物を設けることができ、船首部に複数個の付加物を設けた場合、



(9) JP 5224520 B2 2013.7.3

10

20

30

40

50

船首バルブ部には単数個或いは複数個の付加物を設ける構成となり、上記の船首部付加物
、船首バルブ部付加物の双方の効果を相乗的に奏することが可能となる。この場合、それ
ぞれの付加物との間に距離（空間）があってもよく、船首先端位置から引いた船首部の肩
部分に接する２つの直線が交わる角度以下を成すように設けることが好ましく、好適には
第一の直線（或いは曲線）及び／または第二の直線（或いは曲線）に付加物の所定の面が
平行に接することがよい。また、付加物は移動手段及び／または可動手段をさらに備えて
いてもよく、この場合、個々の付加物を可動できることが好ましい。
【００４２】
　こうした構成を備えることにより、喫水線より高い位置に設けた付加物および船首バル
ブ部に設けた付加物を単数個／複数個任意の組み合わせで双方とも備えているため、用途
に限定されず、満載状態時及びバラスト状態時を随時繰り返す船舶に対してこれらの付加
物を任意の数及び位置に設けることができ、当該任意の数及び位置を選択することで、そ
の都度の状況に応じて抵抗増加低減を実現させることができる。
【００４３】
　また、上記構成において、本願に係る船舶の波浪中抵抗増加低減装置は、前記複数個の
付加物を可動とし、斜波の様々な入射角に対して対応可能に構成することもできる。
【００４４】
　船舶の航走中、進行方向からくる波（以下、「向波」ともいう。）だけでなく、船首斜
め方向からくる波（以下、「斜波」ともいう。）も警戒する必要がある。斜波の衝突によ
り、船舶は斜め方向のベクトルに係る外力を受けるため、航走にとっては当然障害となる
。一方、上述してきた付加物は、主に向波の抵抗増加を低減させることを目的とするもの
を指標してきたが、ここでは斜波の抵抗増加を低減させることを目的とした付加物を示す
。その場合、上述と同様、それぞれの付加物との間に距離（空間）があってもよく、船首
先端位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線が交わる角度以下を成すように設
けることが好ましいが、斜波に対して中心となり得る付加物は他の付加物と比較して最も
先端に突出していることがより好ましい。また、付加物は移動手段及び／または可動手段
をさらに備えていてもよく、この場合、個々の付加物を可動できることが好ましい。この
場合、向波に対する付加物を、斜波に対する付加物となるように移動できることも含む。
なお、可動手段を設けているため、格納時には付加物が船体の表面に突出している状態で
あるか、若しくは凹部（窪み）を設けて船体の表面からその一部が突出しない状態である
かはいずれでもよい。
【００４５】
　こうした構成を備えることにより、複数個の付加物を可動とし、斜波の様々な入射角に
対して対応可能に構成されるので、向波だけでなく斜波に対しても抵抗増加の低減を図る
ことができる。すなわち、船舶の航走において発生し得る抵抗増加成分を可能な限り低減
させるため、向波に対する抵抗増加成分を低減させる思想を斜波にも応用することで、斜
波独自の対応策を考案する必要もなく、無駄なく抵抗増加成分の手減を実現させることが
できる。
【発明の効果】
【００４６】
　本願によれば、船体の船首先端位置に設けた船体上部から見た平面角度が船首先端位置
から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線が交わる角度以下を成す略三角形状の付加
物と、この付加物を船体の喫水線より高い位置に取り付ける支持部材を備え、この支持部
材の船体前方から見た投影面積が付加物の投影面積と比較し同等もしくはそれ以下とした
波浪中抵抗増加低減装置であるため、付加物は抵抗増加値（漂流力）を最小になるように
形成され、支持部材はそれ自体が抵抗体とならないように付加物と船体を固定する役割を
担うことができる。このとき、支持部材が付加物よりも平断面において後方に広がらない
構成をとっていることから、付加物が波浪中抵抗増加低減に有効に作用しつつ、支持部材
が斜波に対して抵抗となるのを防止でき、波浪中抵抗増加低減をより効果的に達成するこ
とができる。つまり、有効に波浪中抵抗増加低減に効く船首部分は一部であり、従って付
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加物でよく、それ以外の部分はかえって斜波に対して抵抗低減につながることに鑑みて、
本願発明においては、支持部材の投影面積が付加物の投影面積と比較して同等もしくはそ
れ以下とし、抵抗増加を総合的に低くしている。また、本願の技術思想を用いれば、新設
だけでなく、既存船にも工数をかけずに取り付けることができる。なお、本願の技術思想
は、波が長いときよりも短いときに、より効果を発揮する。
【００４７】
　また、本願によれば、支持部材を船体の船首部から垂下させて設けて付加物を取り付け
ることで、連続する支持部材を介して付加物と船首部を固定するため、波浪を含む外力の
影響による付加物の振動を防ぐことができる。こうすることで、付加物はより一層波浪中
抵抗増加を低減させることができる。
【００４８】
　また、本願によれば、付加物の下端部を船体前方から見て下方に尖らせ角度を付けたこ
とで、波浪が下から突き上げてきても、下端部に傾斜を設けているため、波浪をその傾斜
に沿って付加物から剥離或いは発散させることができる。こうすることで、下から発生す
る波浪による抵抗成分を抑制させることができるため、より一層船首部に係る抵抗増加を
低減させることができる。
【００４９】
　また、本願によれば、付加物にさらに移動手段を備えることで、喫水状態及び／あるい
は波浪状態に応じて付加物を支持部材を介して上下方向に移動させることができる。付加
物を上下させることにより、まず喫水状態への対応として、積荷が多く船が沈み込んだ場
合に、付加物の一部が水没してしまい摩擦抵抗が増えることを防止することができるとと
もに、次に積荷が少ない場合の対応として、喫水線よりかなり上に付加物が位置してしま
い、波浪中の抵抗増加低減の効果が少なくなることを防止することができる。また、波浪
がなく穏やかな喫水状態を含む抵抗増加が起こり得ない状態には、付加物の全部或いは一
部を船首上部に移動させるか収納（もしくは収設）させることができるため、風に対する
抵抗体になることを防ぐ。一方、天候が悪く波浪状態を含む抵抗増加が起こり得る状態に
は、付加物の全部或いは一部を船首下部に突出させることができるため、最適に抵抗増加
を低減させることができる。こうすることで、付加物及び／または支持部材が必要時以外
の抵抗体となることを極力防ぐことができるため、船舶全体としてより一層エネルギー効
率の向上が実現する。
【００５０】
　また、本願によれば、付加物にさらに可動手段を備えることで、波浪がなく穏やかな喫
水状態を含む抵抗増加が起こり得ない状態と天候が悪く波浪状態を含む抵抗増加が起こり
得る状態とを明確に区別して、必要があるときに限り付加物を突出させておくことができ
る。こうすることで、付加物及び／または支持部材が必要時以外の抵抗体となることを極
力防ぐことができるため、船舶全体としてより一層エネルギー効率の向上が実現する。
【００５１】
　また、本願によれば、こうした構成を備えることにより、バラスト状態時においても、
断面視で略三角形状の付加物は船体の船首先端位置の船首バルブ部に設けた船体上部から
見た平面角度が船首船体位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線が交わる角度
以下を成すため、抵抗増加値（漂流力）を最小にする船首部形状を得ることができる。ま
た、付加物を支持部材を介して回動や上下動を含む動作をさせる可動手段を備えることで
、付加物を満載状態時とバラス状態時とに切り分けて使用することができる。こうするこ
とで、バラスト状態時での航走での波浪中抵抗増加を低減させることができるため、船舶
全体として極めて効率よくエネルギー消費量の低減を実現することができる。
【００５２】
　また、本願によれば、付加物を船首先端位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの
直線より内側に配置して設けたことで、その範囲内で船首部或いは船首バルブ部に複数個
の付加物を設けることができるため、抵抗増加成分をより低減させることができる。また
、個々の付加物を可動させることで、波浪状況に応じて付加物を突出或いは格納（もしく
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は収設）し、効率よく抵抗増加成分の低減を図ることができる。こうすることで、船舶の
用途に応じた付加物の利用が実現される。具体的には、満載状態時が主たる船舶とバラス
ト状態時が主たる船舶とに分けて、満載状態時が主たる船舶には、船首部に付加物を複数
個設けることで効率よく抵抗増加成分の低減を図ることができる一方、バラスト状態時が
主たる船舶には、船首バルブ部に付加物を複数個設けることで効率よく抵抗増加成分の低
減を図ることができる。有効に波浪中抵抗増加低減に効く船首部分は一部であり、従って
付加物でよく、それ以外の部分はかえって斜波に対して抵抗低減につながることに鑑みて
、本願発明においては、船首部付加物においても船首バルブ部付加物においても、支持部
材の投影面積が付加物の投影面積と比較して同等もしくはそれ以下とし、抵抗増加を総合
的に低くしている。さらに、個々の付加物をコントロールできるため、航走中の風に対す
る抵抗体となることを防止することができ、船舶全体としてさらにエネルギー消費量の低
減を実現することができる。
【００５３】
　また、本願によれば、喫水線より高い位置に設けた付加物および船首バルブ部に設けた
付加物を単数個／複数個任意の組み合わせで双方とも備えているため、用途に限定されず
、満載状態時及びバラスト状態時を随時繰り返す船舶に対して付加物を任意の数及び位置
に設けることができ、その都度抵抗増加低減を実現させることができる。こうすることで
、満載状態時の波浪状態及びバラスト状態時の波浪状態両方に対応できるため、用途の広
い船舶（例えば、あらゆる積載物を移動させる船舶や、速度が速く航走回数の多い船舶を
含む。）に設けることでよりその効果を発揮させることができる。
【００５４】
　また、本願によれば、複数個の付加物を可動とし、斜波の様々な入射角に対して対応可
能に構成したことで、向波だけでなく斜波に対しても抵抗増加の低減を図ることができる
。すなわち、船舶の航走において発生し得る抵抗増加成分を可能な限り低減させるため、
向波に対する抵抗増加成分を低減させる思想を斜波にも応用することで、斜波独自の対応
策を考案する必要もなく、無駄なく抵抗増加成分の手減を実現させることができる。こう
することで、斜め方向のベクトルに係る外力による抵抗増加成分の低減を実現できるため
、例えば、横風が強い天候であったりする場合には特にその効果を発揮させることができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５５】
　以下、図面を参照して本発明を実施するための最良の形態について説明する。なお、以
下では、本発明の目的の達成のために説明に必要な範囲を模式的に示し、本発明の該当部
分の説明に必要な範囲を主に説明することとし、説明を省略する箇所については公知技術
によるものとする。
【００５６】
　図１は、船舶１の船首部２の船首先端位置３に本発明の一実施形態に係る付加物１０－
１を支持部材２０で装着させた状態を示した図である。同図に示す（Ａ）は船舶１の側面
図を、（Ｂ）は正面図を、（Ｃ）は付加物１０－１及び支持部材２０を含む位置で断面視
した場合の上面図を、それぞれ示している。（Ａ）に示すとおり、船舶１の船首部２に係
る船首先端位置３（船首部２の先端部以内であればその位置に限定はない。）には、支持
部材２０を介して付加物１０－１が船首部２に設けられている。同図（Ｃ）において、付
加物１０－１は、船首先端位置３を基準とし、船首先端位置３から引いた第一の船首部２
の肩部分４に接する第一の直線（これは略直線であってもよい。以下同じ。）と第二の船
首部２の肩部分４に接する第二の直線（これは略直線であってもよい。以下同じ。）とで
成す内角β以下の頂角を形成する（断面視）略三角形状の付加物１０－１であればよいが
、好適には第一の直線及び／または第二の直線に付加物１０－１の所定の面が平行に接す
る形状であることが好ましい。
【００５７】
　また、付加物１０－１は（断面視）略三角形状であればよく、（Ｃ）では「くの字」形
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状で表されているが、内角β以下で第一の直線及び／または第二の直線に所定の面が平行
に接していればその形状に限定はない。したがって、曲面（例えば、内側に湾曲する形状
或いは外側に膨らむ形状のいずれでもよい。）或いは三次元構造を成す立体的形状や一部
が球面であってもよい。さらに、図示するような「くの字」形状であっても、厚みを持っ
た形状でも、先端が先細りした鋭角を成す形状でもよい。また、尖端が丸みをおびた曲面
であってもよい。しかし、付加物１０－１の一部が船首先端位置３よりも前方にはみ出さ
ないことが必要である。また、付加物１０－１の正面視したときに視認される面を曲面で
構成し、水平断面で見て外側に凹となるように湾曲した形状とすること（図示しない）等
により、船舶が中高速で航行する場合に起こるスプレー波が船体にまとわりつくことを防
止し、スプレー波による抵抗増加を防止することも可能である。
【００５８】
　また、付加物１０－１の材質は、波浪による抵抗を低減させることが可能な形状であっ
て、波浪を含む外力の影響によらずその形状を保持することができればいずれの材質でも
よく、例えば、硬質であって防錆効果を有する素材、金属（例えば、鉄、鋼鉄等に塗装を
施したもの）、合成樹脂、セラミック、ゴム等であることが好ましいがこれらに限定され
ることはない。ゴム製を用いる場合には船首部の保護の効果をも奏することができる。な
お、付加物１０－１は、一つの部材の形状を板金或いはプレス加工して変形させても、複
数の部材を用いて溶接を含む接合方法にて接合させても、いずれでもよい。
【００５９】
　また、支持部材２０は、付加物１０－１と直接触れて、船首部２と付加物１０－１とを
固定できるものであればよく、溶接を含む接合方法にて接合されていることが好ましいが
、それ以外の接合方法（たとえばボルト接合）によるものであってもよい。（Ａ）に示す
とおり、棒状のものが２本あるが、形状や数はこれに限定されず、その形状は、棒状、円
筒状、円柱状或いは矩形状のいずれでもよく、付加物の一部を支持部材としてもよい。取
り付ける位置は、喫水線より略高い位置であればよく、付加物１０－１及び船首部２に対
する角度や設置位置に限定はないが、（Ｂ）に示すとおり、船舶１に係る付加物１０－１
を正面視した場合に、支持部材２０の全部を視認することができない構成であることが好
ましい。すなわち、支持部材２０を取り付ける角度や位置は、正面視において、付加物１
０－１の後方に全て収まる（隠れる）ように構成するとよく、好適には可能な限り小さい
ことが好ましい。こうすることで、支持部材２０を船体前方から見て、投影面積が付加物
１０－１の投影面積と比較し同等もしくはそれ以下となるため、支持部材２０が波浪（特
に斜波）に対する抵抗体になることを防ぐことができる。つまり、有効に波浪中抵抗増加
低減に効く船首部分は一部であり、従って付加物でよく、それ以外の部分はかえって斜波
に対して抵抗低減につながることから、本願発明においては、支持部材の投影面積が付加
物の投影面積と比較して同等もしくはそれ以下とすることで、抵抗増加を総合的に低くし
ている。
【００６０】
特にこの図１の場合、支持部材２０が２本の棒状に形成されているため、斜波が来てもそ
の間を通り抜け、抵抗増加は極めて低いもので済む。
【００６１】
　また、支持部材２０の材質は、波浪を含む外力の影響によらずその形状を保持すること
ができればいずれの材質でもよく、例えば、硬質であって防錆効果を有する素材、金属（
たとえば鉄、鋼鉄等に塗装を施したもの）、合成樹脂、セラミック、ゴム等であることが
好ましいがこれらに限定されることはない。さらに、支持部材２０は船舶１の振動や波浪
の衝撃を吸収するダンパー機能を有することが好ましく、さらに好適にはオイルダンパー
とする。こうすることで、付加物１０－１に衝突する波浪から受ける衝撃をさらに吸収す
ることができる。
【００６２】
　図２は、船舶１に付加物１０－１を設けたときの波長と抵抗値との関係についての実験
値を示すグラフである。同図に示すとおり、付加物１０－１を設けた場合を実線、設けて
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いない場合を破線で表すところ、付加物１０－１を設けた場合のほうが短い波長ほど抵抗
値が小さいことが確認できる。したがって、船体前方に設けた付加物１０－１によりブラ
ントネス係数が小さくなり、波浪中抵抗増加の反射波成分を減少させる効果が得られるこ
とが実験によっても実証される。
【００６３】
　図３は、船舶１の船首部２の船首先端位置３に本発明の一実施形態に係る付加物１０－
１を他の支持部材２０で装着させた状態を示した図である。（Ａ）は側面図を、（Ｂ）は
正面図を、（Ｃ）は船首と喫水線との間の任意の高さの水平面で切った断面図を、それぞ
れ示している。図１では支持部材２０を棒状等としているが、それに限定されず、支持部
材２０を船首部２から垂下させて設け、船首部２と付加物１０－１とを固定することでき
る。すなわち、船首部２の前面の形状（例えば、湾曲している形状を含む。）に適合する
連続する支持部材２０（空洞がない支持部材）を形成し、この支持部材２０を船体と付加
物１０－１とに接合する。この場合、支持部材２０と付加物１０－１とは一体的に形成さ
れてもよいが、（Ｃ）に二点鎖線で示される線を仮想的に境とし、前方部分を付加物１０
－１、後方部分を支持部材２０とすることもできる。また、連続する支持部材２０の寸法
、厚み或いは表面積に限定はないが、可能な限り小さく、喫水線より高く、付加物１０－
１が船首先端位置３より突出しない位置に取り付け、支持部材２０の船体前方から見た投
影面積が付加物１０－１の投影面積と比較して同等もしくはそれ以下であることが好まし
い。つまり、有効に波浪中抵抗増加低減に効く船首部分は一部であり、従って付加物でよ
く、それ以外の部分はかえって斜波に対して抵抗低減につながることから、本願発明にお
いては、支持部材の投影面積が付加物の投影面積と比較して同等もしくはそれ以下とする
ことで、抵抗増加を総合的に低くするものとする。
【００６４】
　また、航走中、波浪は正面を含むあらゆる方向から付加物に衝突することが想定される
が、専ら下から突き上げる波浪による抵抗成分にも配慮しなければならない。したがって
、付加物１０－１の下端部を下方に尖らせる角度α、すなわち、傾斜を設ける構造とする
。このときの傾斜角αに限定はないが、正面からの波浪に対する抵抗増加を十分に低減さ
せることができる角度であることが好ましい。なお、付加物１０－１及び支持部材２０に
関するその他の内容については、図１で詳細に説明した内容と同様とする。
【００６５】
　図４は、船舶１の船首部２の船首先端位置３に本発明の一実施形態に係る他の付加物１
０－１を装着させた状態を示した図である。（Ａ）は側面図を、（Ｂ）はＡ－Ａでの縦断
面図を、（C）は格納箱４０と喫水線との間の任意の高さの水平面で切った断面図を、そ
れぞれ示している。（Ａ）及び（Ｂ）に示すとおり、船首部２は付加物１０－１、付加物
１０－１を支持する支持部材２０、支持部材２０に連結もしくは接続されて付加物１０－
１を移動させる移動手段３０及び格納する格納箱４０を備えて構成される。ここで、移動
手段３０は、支持部材２０を介して付加物１０－１に接続されるワイヤー３０１であって
（ワイヤー３０１は、紐及びレール状のもののうち少なくとも一つを含み、付加物を上下
方向に移動させることができるものであればいずれでもよい。）、ワイヤー３０１は滑車
を経由してモーター３０２により巻き上がることができるものとし、モーター３０２は自
動制御或いは手動（乗組員の判断）により駆動させてもよい。付加物１０－１は移動後、
格納箱４０の中に格納される状態となる。なお、格納箱４０の寸法、容量及び表面積その
他形状を特定するための値に限定はなく、付加物１０－１を格納できればよく、溶接を含
む接合方法により取り付けられるものでも、当初から船首部２の一部分の形状とするもの
でも、ボルトその他により接合されるものでもよい。また、格納箱４０に格納できる状態
の範囲に限定はないため、例えば、付加物１０－１の半分が突出している状態や収納され
ている状態であってもよく、いずれにしろ波浪を含む外力の影響より前後左右に振動しな
い程度の強度を有することが好ましい。
【００６６】
　上記実施形態においては、付加物１０－１を、波浪がなく穏やかな喫水状態を含む抵抗
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増加が起こり得ない状態時に格納箱４０に格納することで、船舶１の航走に係る風に対す
る抵抗体になることを防ぐことができる一方、天候が悪く波浪状態を含む抵抗増加が起こ
り得る状態時に、凹部６０から付加物１０－１を移動手段３０により突出させることがで
きる。このとき、付加物１０－１を所望の位置まで調整して突出できる構造が好ましい。
付加物を上下させることにより、まず喫水状態への対応として、積荷が多く船が沈み込ん
だ場合に、付加物の一部が水没してしまい摩擦抵抗が増えることを防止することができる
とともに、次に積荷が少ない場合の対応として、喫水線よりかなり上に付加物が位置して
しまい、波浪中の抵抗増加低減の効果が少なくなることを防止することができる。
【００６７】
　図５は、船舶１の船首部２の船首先端位置３に本発明の一実施形態に係る他の付加物１
０－１を装着させた状態を示した図である。（Ａ）は側面図を、（Ｂ）は正面図を、（Ｃ
）は上面図を、それぞれ示している。（Ａ）に示すとおり、船首部２には、付加物１０－
１、支持部材２０、ヒンジ５０及び凹部６０が設けられている。同図において、例えば、
ヒンジ５０を回動させる駆動手段（例えば、電動式モーターや手動式回転レバーを含む。
）を設け（図示しない）、ヒンジ５０が回動することで付加物１０－１に取り付けた支持
部材２０を凹部６０に格納可能とするか、或いは、伸縮できる構造にすることで、支持部
材２０が障害とならずに付加物１０－１を凹部６０に格納することができる。また、支持
部材２０に駆動手段を設けることで、ヒンジ５０の回動により付加物１０－１を凹部６０
に格納することができる。したがって、ヒンジ５０或いは駆動手段の各々若しくはその組
合せを可動手段として設けることで、付加物１０－１を船体１の内部（凹部６０）に格納
することができる。なお、凹部６０は蓋（図示しない）で海水の浸入を防ぐことができる
開閉機能を有することが好ましいが、船舶１の航走の障害にならない構造であればよい。
【００６８】
　上記実施形態においては、付加物１０－１を、波浪がなく穏やかな喫水状態を含む抵抗
増加が起こり得ない状態時に凹部６０に格納することで、船舶１の航走に係る風に対する
抵抗体になることを防ぐことができる一方、天候が悪く波浪状態を含む抵抗増加が起こり
得る状態時に、凹部６０から付加物１０－１を可動手段により突出させることができる。
このとき、付加物１０－１を所望の位置まで調整して突出できる構造が好ましい。
【００６９】
　図６は、船舶１の船首バルブ部５に本発明の一実施形態に係る付加物１０－２を装着さ
せた状態を示した図である。（Ａ）は側面図を、（Ｂ）は正面図を、（Ｃ）は船首部下位
置での水平断面図を、それぞれ示している。（Ａ）に示すとおり、船首バルブ部５には、
付加物１０－２、支持部材２０、ヒンジ５０及び凹部６０が設けられている。図５に示す
実施形態とは、船首バルブ部５に付加物１０－２を取り付けている点が異なる。
【００７０】
　上記実施形態においては、付加物１０－２を、満載状態時は凹部６０に格納することで
、船舶１の航走に係る水中での抵抗体になることを防ぐことができる一方、バラスト状態
時に、凹部６０から付加物１０－２を可動手段により突出させるようにすれば、略三角形
状の水平断面を有する付加物は船体の船首先端位置の船首バルブ部に設けた船体上部から
見た平面角度が船首船体位置から引いた船首部の肩部分に接する２つの直線が交わる角度
以下を成すため、抵抗増加値（漂流力）を最小にすることができる。このとき、付加物１
０－２を所望の位置まで調整して突出できる構造が好ましい。
【００７１】
　図７は、船舶１の船首バルブ部５に本発明の一実施形態に係る付加物１０－２を装着さ
せた状態を示した図である。（Ａ）は側面図を、（Ｂ）は正面図を、（Ｃ）は船首部下位
置での水平断面図を、それぞれ示している。（Ａ）に示すとおり、船首バルブ部５には、
付加物１０－２を上下方向に移動して格納可能とする凹部６０が設けられている。付加物
１０－２は支持部材２０によって略直立に支持されている。ここで、付加物１０－２を支
持部材２０を介して上下方向に移動することができる可動手段（図示しない）は、例えば
、凹部６０の底辺を隆起及び沈下させることができる駆動手段（図示しない）を有するこ



(15) JP 5224520 B2 2013.7.3

10

20

30

40

50

とが好ましい。
【００７２】
　上記実施形態においては、付加物１０－２を、満載状態時は凹部６０に格納することで
、船舶１の航走に係る水中での抵抗体になることを防ぐことができる一方、バラスト状態
時に、凹部６０から付加物１０－２を可動手段により突出させ抵抗増加値（漂流力）を最
小にすることができる。このとき、付加物１０－２を所望の位置まで調整して突出できる
構造が好ましい。
【００７３】
　図８は、船舶１の船首部２の船首先端位置３及び船首バルブ部５に本発明の一実施形態
に係る付加物１０－１及び１０－２を複数個装着させた状態を示した図である。（Ａ）は
側面図を、（Ｂ）は正面図を、（Ｃ）は上面図を、それぞれ示している。（Ａ）に示すと
おり、付加物１０－１は支持部材２０を介して船首部２に固定されている。同図では、そ
れぞれの付加物１０－１が同じ高さに固定されているが、その一部もしくは全部を異なる
高さに固定してもよい。また、付加物１０－１が同間隔で固定されているが、間隔がなく
ても間隔が不揃いでもよい。しかし、全ての付加物１０－１が船首先端位置３から引いた
第一の船首部２の肩部分４に接する第一の直線と第二の船首部２の肩部分４に接する第二
の直線とで成す内角β以下に設けることが好ましく、第一の直線及び／または第二の直線
沿いに固定した付加物１０－１においては、所定の面が平行に接することが好ましい。な
お、船首バルブ部５に設けたそれぞれの付加物１０－２についても同様である。また、付
加物１０－１は、図４に示す移動手段３０により上下移動させるたり、図５に示すヒンジ
５０を含む可動手段より格納させたりすることができる仕組みを有していてもよい。同様
に、付加物１０－２は、図６に示すヒンジ５０を含む可動手段より格納させたり図７に示
す可動手段（図示しない）により上下移動させたりすることができる仕組みを有していて
もよい。なお、（Ｃ）では、満載時状態を示しているので、付加物１０－２は格納されて
いる前提とし、同図には付加物１０－１のみ視認できる状態を示す。
【００７４】
　上記実施形態においては、満載状態時の波浪中で、付加物１０－１を突出させて抵抗増
加を低減させることができ、付加物１０－２を凹部（図示しない）に格納することで、船
舶１の航走に係る水中での抵抗体になることを防ぐことができる一方、図示はしないが、
バラスト状態時の波浪中では、付加物１０－２を突出させて抵抗増加を低減させることが
でき、付加物１０－１を凹部（図示しない）に格納することで、船舶１の航走に係る風に
対する抵抗体になることを防ぐことができる。なお、これらのとき、付加物１０－１及び
１０－２を所望の位置まで調整して突出できる構造とすることが好ましい。
【００７５】
　図９は、船舶１の船首部２の船首先端位置３及び船首バルブ部５に本発明の一実施形態
に係る他の付加物１０－１及び１０－２を複数個、それぞれの支持部材２０で接続させて
装着させた他の状態を示した図である。（Ａ）は側面図を、（Ｂ）は正面図を、（Ｃ）は
上面図を、それぞれ示している。同図においては、図８に示すような向波対策用の付加物
を設けるだけでなく、斜波対策用の付加物１０－１をそれぞれの支持部材２０を介して設
けることを特徴としている。付加物１０－１の数に限定はないが、（Ｃ）に示すとおり、
斜波対策用の付加物１０－１の全てが、斜波に向かう船首
尖端位置３から引いた第一の船首部２の肩部分４に接する第一の直線と第二の船首部２の
肩部分４に接する第二の直線とで成す内角β以下に設けることが好ましく、第一の直線及
び／または第二の直線沿いに設けた付加物１０－１においては、所定の面が平行に接する
ことがよい。また、付加物１０－１を支持するそれぞれの支持部材２０は、後方に向かっ
て広がらない形状を有していることから、波浪中抵抗増加低減に有効に作用する部分は船
首部分の一部であり、それ以外の部分がかえって斜波に対して抵抗となってしまうことを
防止できる。このとき、付加物１０－１は可動構造であり、具体的には、図４に示す移動
手段３０により上下移動させたり、図５に示すヒンジ５０を含む可動手段より格納させた
りすることができる仕組みを有していてもよく、さらに向波対策用の付加物１０－１を支
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持部材２０を介して上下方向或いは左右方向に移動して斜波対策用の付加物１０－１とし
て利用できるとよりよい。なお、（Ｃ）では、満載時状態を示しているので、付加物１０
－２は格納されている前提とし、同図には付加物１０－１（及び支持部材２０）のみ視認
できる状態を示す。また、船首バルブ部５に設けたそれぞれの付加物１０－２についても
同様の思想が適用できる。
【００７６】
　上記実施形態においては、満載状態時の波浪中で、特に斜波により抵抗増加し得るとき
は、斜波対策用の付加物１０－１のうち斜波の向きに正対する付加物を最大に突出させて
近傍の付加物を第一の直線及び／または第二の直線沿いに突出させて抵抗増加を低減させ
ることができ、向波対策用の付加物１０－１は凹部（図示しない）に格納することができ
る。これにより向波対策用の付加物１０－１は船舶１の航走に係る風に対する抵抗体にな
ることを防ぐことができる一方、（図示しないが）向波により抵抗増加し得るときは、向
波対策用の付加物１０－１を突出させて抵抗増加を低減させることができ、斜波対策用の
付加物１０－１は凹部に格納することができる。また、図示はしないが、バラスト状態時
の波浪中で、特に斜波により抵抗増加し得るときは、斜波対策用の付加物１０－２を突出
させて抵抗増加を低減させることができ、向波対策用の付加物１０－１は凹部に格納する
ことができる。一方、向波により抵抗増加し得るときは、向波対策用の付加物１０－２を
突出させて抵抗増加を低減させることができ、斜波対策用の付加物１０－２は凹部に格納
することができる（図示しない）。なお、これらのとき、付加物１０－１及び１０－２を
所望の位置まで調整して突出できる構造が好ましい。
【００７７】
　なお、本発明は上述した各実施形態に限定されるものではなく、本発明の主旨を逸脱し
ない範囲内で種々変更して実施することが可能である。たとえば、上記説明中、船首部或
いは船首バルブ部に複数個の付加物を設ける構成の場合において、波浪状況等に応じてど
の付加物をどのタイミングで突出或いは格納（もしくは収設）させるかを、経験及び／も
しくは実験・シミュレーションによって割り出し、これに基づいて最適の制御（最も効率
よく抵抗増加成分の低減を実現する制御）を行うような制御プログラムを内蔵するような
構成とすることもでき、本願に係る技術思想はこれをも内包するものである。さらに、こ
れら複数の付加物の設置数、位置についても、最適値を算出するロジックを組み込むこと
もできる。
【００７８】
　また、上述したものは本発明に係る技術思想を具現化するための実施形態の一例を示し
たにすぎないものであり、他の実施形態でも本発明に係る技術思想を適用することが可能
である。たとえば、上記説明においては、付加物の尖端ラインは図面で略垂直とした場合
を例にとって説明したが、垂直ではない斜めを成すことも可能である。
【００７９】
　さらにまた、本発明を用いて生産される装置、方法、システムが、その２次的生産品に
登載されて商品化された場合であっても、本発明の価値は何ら減ずるものではない。
【産業上の利用可能性】
【００８０】
　本発明によれば、特に船舶の形状によってはブラントネス係数を下げることで却って波
浪中抵抗が増大してしまう範囲に対しても有効に波浪中抵抗の低減を図る場合も含めて、
波浪中抵抗増加低減を最適化することが可能となるので、船舶産業全般に対して大きな有
益性をもたらすものである。
【図面の簡単な説明】
【００８１】
【図１】船舶１の船首部２の船首先端位置３に本発明の一実施形態に係る付加物１０－１
を支持部材２０で装着させた状態を示した図である。
【図２】船舶１に付加物１０－１を設けたときの波長と抵抗値との関係を示すグラフであ
る。
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【図３】船舶１の船首部２の船首先端位置３に本発明の一実施形態に係る他の付加物１０
－１を他の支持部材２０で装着させた状態を示した図である。
【図４】船舶１の船首部２の船首先端位置３に本発明の一実施形態に係る他の付加物１０
－１を装着させた状態を示した図である。
【図５】船舶１の船首部２の船首先端位置３に本発明の一実施形態に係る他の付加物１０
－１を装着させた状態を示した図である。
【図６】船舶１の船首バルブ部５に本発明の一実施形態に係る付加物１０－２を装着させ
た状態を示した図である。
【図７】船舶１の船首バルブ部５に本発明の一実施形態に係る他の付加物１０－２を装着
させた状態を示した図である。
【図８】船舶１の船首部２の船首先端位置３及び船首バルブ部５に本発明の一実施形態に
係る付加物１０－１及び１０－２を複数個装着させた状態を示した図である。
【図９】船舶１の船首部２の船首先端位置３及び船首バルブ部５に本発明の一実施形態に
係る他の付加物１０－１及び１０－２を複数個装着させた他の状態を示した図である。
【符号の説明】
【００８２】
１…船体、２…船首部、３…船首先端位置、４…肩部、１０－１…付加物、２０…支持部
材

【図１】 【図２】
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